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コーポレートガバナンス

CORPORATE GOVERNANCE J-OIL MILLS. INC

最終更新日：2015年6月24日
株式会社Ｊ―オイルミルズ

代表取締役社長　八馬　史尚
問合せ先：03-5148-7100

証券コード：2613
http://www.j-oil.com/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方
当社は、「ステークホルダーの皆様の幸せを実現する」という経営目標を達成すべく、ステークホルダーから信頼を得られる誠実で透明性の高
い 
経営の実現のために、コーポレート・ガバナンスの強化を進め、その実行性の向上をめざして内部統制を充実させてまいります。 

２．資本構成
外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）
味の素株式会社 45,269,904 27.02

三井物産株式会社 20,877,110 12.46

東京海上日動火災保険株式会社 4,143,812 2.47

Ｊ‐オイルミルズ取引先持株会 3,425,187 2.04

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,141,000 1.87

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,057,000 1.82

株式会社みずほ銀行 2,713,558 1.62

三井住友海上火災保険株式会社 2,713,072 1.62

農林中央金庫 2,701,300 1.61

不二製油株式会社 2,000,000 1.19

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

辻製油株式会社は、当社株式2,000,000株を所有しており、上記不二製油株式会社と並ぶ第10位の大株主であります。 

３．企業属性
上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 食料品

直前事業年度末における（連結）従業員数 1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針
――― 
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５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情
当社は、味の素株式会社との間で、業務提携に関する基本契約を締結し、同社のブランド使用・同社の一部販売ルートの利用・同社からの出向 
者受け入れ等の食用油脂事業に関する提携関係を築いております。 
※味の素株式会社は、当社議決権の27.28％を保有する大株主であります。 
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Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項
組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定されている人数 2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k
品田　英明 他の会社の出身者 ○ ○

今井　靖容 公認会計士 △

野崎　晃 弁護士

※　会社との関係についての選択項目 
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者
b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役
c 上場会社の兄弟会社の業務執行者
d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者
e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者
f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家
g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）
h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）
i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）
j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）
k その他

会社との関係(2)

氏名 独立 
役員 適合項目に関する補足説明 選任の理由

品田　英明 　 ― ―

今井　靖容 ○

当社の会計監査を行っている新日本有限責任監査法人の出身
（平成25年６月まで）であります。　　　　　　　　　　　
　　　　　　　当社は会計監査等業務の報酬として同法人へ
年間70百万円（平成27年３月期実績）を支払っております。

独立役員として選任した理由は、公認会計士としての専門的
な知識と経験を、当社の経営に活かしてもらうことが期待さ
れるためであります。　　 
なお、同氏は新日本有限責任監査法人を退社後２年が経過し
ており、現在、当社との間に利害関係がなく、一般株主と利
益相反の生じるおそれはないと判断しております。　　　　
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野崎　晃 ○ ―

野崎晃氏を独立役員として選任した理由は、企業法務を中心
とする法律家としての専門的な知識と経験を当社の経営に活
かしてもらうことが期待されるためであります。 
なお、同氏は上記「会社との関係」の「a～k」のいずれの事
項にも該当しておらず、一般株主と利益相反の生じるおそれ
はないと判断しております。　

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委員会の有無 なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　内部監査部門と常勤監査役は、定期的に会合を持ち、監査計画、監査業務の分担等につき意見交換を行う他、内部監査部門は、監査役に監査 
実施状況を報告するとともに、監査役が監査を実施する際に要請のあるときには、これに協力する体制をとっております。 
　監査役と会計監査人は、定期的に会合を持ち、意見交換を行う他、監査役は、必要に応じて会計監査人の監査に立ち会う等の会計監査の相互 
連携を図っております。 
　会計監査人と内部監査部門は、定期的に会合を持ち、意見交換を行う他、内部監査部門は、会計監査人が監査を実施する際に要請のあるとき 
には、これに協力する体制をとております。 
　なお、内部監査部門、監査役および会計監査人は、内部統制機能を所轄する経営企画部、法務部、総務・リスク管理部および財経部と、適
宜、 
コンプライアンスおよびリスク管理等につき意見交換を行う他、当該各部門は、内部監査部門、監査役および会計監査人が監査を実施する際に 
要請のあるときには、これに協力する体制をとっております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定されている人数 1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m
田辺　多聞 他の会社の出身者 △ △

日下　宗仁 公認会計士 △

※　会社との関係についての選択項目 
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者
b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与
c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役
d 上場会社の親会社の監査役
e 上場会社の兄弟会社の業務執行者
f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者
g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者
h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家
i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）
j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）
k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）
l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）
m その他

会社との関係(2)
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氏名 独立 
役員 適合項目に関する補足説明 選任の理由

田辺　多聞 　 ― ―

日下　宗仁 ○

当社の会計監査を行っている新日本有限責任監査法人の出身
（平成22年８月まで）であります。　　　　　　　　　　　
　　　　　　　当社は会計監査等業務の報酬として同法人へ
年間70百万円（平成27年３月期実績）を支払っております。

独立役員として選任した理由は、公認会計士としての専門的
な知識と経験を、当社の監査体制に活かしてもらうことが期
待されるためであります。　　　 
なお、同氏は新日本有限責任監査法人を退社後５年が経過し
ており、現在、当社との間に利害関係がなく、一般株主と利
益相反の生じるおそれはないと判断しております。　　

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

――― 

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する施策の実施状況 業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

役員賞与および退職慰労金に関して、導入しております。 
※　役員賞与 　：取締役について、連結経常利益に連動。 
　　 退職慰労金：取締役および監査役について、株価に一部連動。 

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

――― 

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

平成27年３月期における取締役の報酬等の総額は、取締役８名に対し、233百万円であります。 
（注）　１．社外取締役１名は無報酬のため含まれておりません。 
　　　　２．平成26年６月24日開催の第12回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名の基本報酬が含まれております。 
　　　　３．支給総額には、退職慰労引当金繰入額48百万円が含まれております。 
　　　　４．取締役の基本報酬限度額は月額20百万円であります。（平成16年６月２９日開催の第２回定時株主総会決議） 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の有無 あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社における役員報酬は、基本報酬、役員賞与および退職慰労金で構成し、それぞれの性格に応じた支給基準を定めております。 
（１）基本報酬（取締役および監査役） 
　　求められる能力および責任に応じた支給金額を、役位別の基本報酬（月額報酬）として定めております。 
（２）役員賞与（取締役） 
　　当該事業年度の会社業績（連結経常利益）に連動した支給金額を定めております。 
（３）退職慰労金（取締役および監査役） 
　　基本退職慰労金部分および株価連動退職慰労金部分に基づいた支給金額を定めております。 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】
内部監査部門、内部統制を所轄する経営企画部、法務部、総務・リスク管理部および財経部と、適宜、コンプライアンスおよびリスク管理等に
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つき 
意見交換を行う他、当該各部門は、社外取締役および社外監査役が監督・監査等を実施する際に要請のあるときには、これに協力する体制をと 
っております。 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）
（１）現状のガバナンス体制の概要 
・取締役会は、常勤の取締役７名、非常勤の社外取締役３名の計10名で構成されており、原則として月１回の定例の取締役会を開催し、また必
要 
　に応じて臨時取締役会を開催し、重要事項の決定ならびに業務執行状況の監督等を行っております。 
・また、取締役会の機能をより強化し、経営効率を向上させるため、社外取締役を除く全取締役および社長の指名する執行役員が出席する経営 
　会議を原則として月３回開催し、業務執行に関する基本的事項および重要事項にかかる意思決定を行っております。 
　　なお、当社は、経営の執行と監督の機能を明確化するため、執行役員制度を採用しております。執行役員は、副社長執行役員１名・専務執
行役員１名・常務執行役員５名を含め計20名で構成しております。 
・監査役会は、常勤の監査役１名、常勤の社外監査役１名および非常勤の社外監査役１名の計３名で構成されており、原則として月１回の定例
の 
　監査役会を開催し、また必要あるときは随時開催しております。各監査役は、監査役会が定めた監査方針、監査計画および監査業務の分担に 
　従い、業務執行の適法性・適正性について監査をしております。 
・その他、「Ｊ‐オイルミルズ行動規範」、その遵守を規定した「企業倫理規定」等の規範・規定類を策定するとともに、企業行動委員会等の
組織を 
　設置し、その周知・運用の徹底を図っております。 
 
（２）監査の状況 
・当社の内部監査の組織については、社長直属の監査部（８名）を設け、業務監査を中心にチェック、指導する体制をとっております。 
・当社の監査役監査の組織については、監査役会は常勤の監査役１名、常勤の社外監査役１名および非常勤の社外監査役１名の計３名で構成 
　されており、原則として月１回の定例の監査役会を開催し、また必要あるときは随時開催しております。各監査役は、監査役会が定めた監査
方 
　針、監査計画および監査業務の分担に従い、業務執行の適法性・適正性について監査しております。常勤監査役は、重要な意思決定の過程お 
　よび業務の執行状況を監督するため、取締役会以外にも経営会議等の重要な会議に出席しており、また、稟議書その他の重要な文書を閲覧　 
　し、必要に応じて取締役および使用人から説明を受けております。 
・当社は、会計監査業務を新日本有限責任監査法人に委嘱し、継続的に会社法監査および金融商品取引法監査を受けております。業務を執行 
　した公認会計士の氏名は、指定有限責任社員業務執行社員の佐藤晶氏（継続監査年数３年）および指定有限責任社員業務執行社員の天野清 
　彦氏（継続監査年数２年）であり、その監査業務にかかる補助者の構成は、公認会計士14名、その他10名であります。 
 
(3)監査役の機能強化に関する取組状況 
　　『１．機関構成・組織運営等に係る事項』のうち『監査役関係』の『監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況』および『社外取締役
（社外　 
　監査役）のサポート体制』の項目をご参照下さい。 
　　なお、監査役日下宗仁氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。 
 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由
・社外取締役は、取締役会に出席し、内部統制その他の重要案件に対して、食品業界での長年の勤務と会社経営の経験に基づく発言を適宜行っ 
　ております。 
　　また、内部監査部門、内部統制機能を所轄する経営企画部、法務部、総務・リスク管理部および財経部と、適宜コンプライアンスおよびリ
スク 
　管理等につき意見交換を行う他、当該各部門は、社外取締役が監督等を実施する際に要請のあるときには、これに協力する体制をとっており
ま 
　す。 
・社外監査役は、原則として月１回開催される監査役会に出席し、監査役会が定めた監査方針、監査計画および監査業務の分担について、決
議・ 
　報告・意見交換を行う等の業務監査の相互連携を図っております。 
　　また、内部監査部門と常勤監査役は、定期的に会合を持ち、監査計画、監査業務の分担等につき意見交換を行う他、内部監査部門は、監査 
　役に監査実施状況を報告するとともに、監査役が監査を実施する際に要請のあるときには、これに協力する体制をとっております。 
　　監査役と会計監査人は、定期的に会合を持ち、意見交換を行う他、監査役は、必要に応じて会計監査人の監査に立ち会う等の会計監査の相 
　互連携を図っております。 
　　会計監査人と内部監査部門は、定期的に会合を持ち、意見交換を行う他、内部監査部門は、会計監査人が監査を実施する際に要請のあると 
　きには、これに協力する体制をとっております。 
　　内部監査部門、監査役および会計監査人は、内部統制機能を所轄する経営企画部、法務部、総務・リスク管理部および財経部と、適宜、コ
ン 
　プライアンスおよびリスク管理等につき意見交換を行う他、当該各部門は、内部監査部門、監査役および会計監査人が監査を実施する際に要
　 
　請のあるときには、これに協力する体制をとっております。 
・このように当社では、日常的に、かつ、経営全般にわたり、経営者の活動を監督・監査するための十分な仕組みが担保されているものと考え
て 
　おります。 
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Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 平成27年は、法定期間（株主総会日の２週間前）より１週間早く発送しております。

その他 株主総会において、報告事項等をヴィジュアル化し、わかりやすさを追求しております。

２．ＩＲに関する活動状況
補足説明 代表者自身による説明の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説明会を開催
第２四半期決算および本決算の期末から約２ヶ月後（５月および11月）
に決算 
説明会を開催いたします。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算情報・適時開示資料・有価証券報告書・決算説明会資料・株主総会資料 
等を掲載しております。 
（http://ir.j-oil.com）

IRに関する部署（担当者）の設置 広報・ＩＲ推進室を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立場の尊重につ
いて規定

「Ｊ-オイルミルズ行動規範」、その遵守を規程した「企業倫理規程」を策定し、そ
れぞれのステー 
クホルダーの立場の尊重について規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
環境保全活動に関する専任部署（環境経営室）、品質安全に関する専任部署（品質保証部）およびＣ
ＳＲに関する専任部署（ＣＳＲ室）を設置し、環境方針の策定等の他、ＣＳＲ報告書を毎年発刊
（ホームページにおいても開示）しております。

ステークホルダーに対する情報提供に係る方針等の策定
「Ｊ-オイルミルズ行動規範」において、適切な情報開示、情報管理を行うこと
について基本方針 
を定めております。
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Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況
「取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）」
の整備に関する基本方針について、当社の取締役会において決議した内容は次のとおりであります。 
 
当社グループは、企業理念である「ステークホルダーの幸せを実現する」の実践により、企業価値の向上を図り、企業としての社会的責任を果
たすため、当社グループの業務の適正を確保するための体制（以下「内部統制システム」という。）の整備に関する基本方針を以下のとおり定
めます。 
 
１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
（１）社会の信頼を得ることを目的とした「企業倫理規程」を制定し、また、当社の取締役、従業員等が遵守すべき社会的規範を定めた「Ｊ-オ
イルミ　　ルズ行動規範」を制定して、当社の企業倫理を確立します。 
（２）社長の指名する取締役を委員長とし、各部門の責任者および組合代表者が参加する「企業行動委員会」を設置して、コンプライアンス活
動を　　統括します。 
（３）社会的責任（CSR）経営を重視して、CSR意識の涵養、教育・啓発を目的とした「CSR室」を設置し、企業行動の遵法性、公正性、健全性
を確保　　する活動を定常的に行います。 
（４）社会規範、企業倫理に反する行為を防止・是正するために、報告相談窓口として「内部通報制度（ヘル 
　　プライン）」についても規定し、取締役、従業員等がコンプライアンスに背く行為が行われ、また行われようとしていることに気付いた場
合には、　　「企業行動委員会」に通報しなければならないと定めています。会社は通報者が不利益を被らないよう保護規定を設けています。 
（５）さらには、「独禁法遵守」にあたっては、特にその「ガイドライン」を策定し、取締役、従業員等を問わず、その周知徹底を図ります。 
（６）財務報告の信頼性を確保するために、財経部および監査部は、財務報告に係る全社的な内部統制の有効性評価を実施し、必要な是正を対
　　象部門に指示します。 
（７）これらの継続的な周知・教育活動として、当社グループの各部所において必要な研修を定期的に実施します。 
（８）これら内部統制システムに関連する各部署・組織での活動を円滑に進めさせることを目的とした「内部統制統括部」を設置し、内部統制
に関　　　連する活動が、グループ全体として、横断的にかつ有効に機能するよう方向付けるとともに、業務活動の質の向上を図ります。 
 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
（１）取締役の職務執行に係る決議・決裁・報告の内容は、「取締役会規則」、「文書管理規程」、「情報取扱規程」において定められた保存
期間・書　　類にて保存します。また、必要に応じ取締役、監査役、会計監査人が閲覧可能な状態で管理する体制を整備します。 
　（Ａ） 株主総会議事録と関連資料 
　（Ｂ） 取締役会議事録と関連資料 
　（Ｃ）社長が招集する経営会議議事録と関連資料 
　（Ｄ）取締役が主催する重要な会議の議事の経過の記録と指示事項と関連資料 
　（Ｅ）その他取締役の職務の執行に関する重要な文書 
 
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
（１）企業経営・事業継続に重大な影響を及ぼすリスクの識別・評価・管理が重要な課題であるとの認識の下、社長を委員長とする「リスクマ
ネジメ　　ント委員会」の指揮監督の下、各本部が重点対応リスクを抽出したうえ具体的対策を講じ、それに基づき行動し、その評価を次年度
に反映させ　　るべくPDCAサイクルを回し、そしてその進捗状況を定期的に報告することにより、当社を取り巻くリスクを適切に管理するこ
とに努めます。ま　　　た、危機が発生した場合には、リスクマネジメント委員会規程に基づき、必要に応じて対策本部等を設置し、社内外へ
の適切な情報伝達を含　　　め、当該危機に対して円滑かつ迅速に対応し、適切な解決を図ります。 
（２）また、特に反社会的勢力に対しては、その要求には絶対に応じないこと、その活動・運営を助長する取引をしないことを基本方針とし
て、組織　　全体として対応するものとします。 
 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
（１）取締役会は、取締役会規則に基づき原則月１回、また必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令又は定款で定められた事項及び経営方針
　　　その他経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督する機関とします。 
（２）全取締役および社長の指名する者が出席する経営会議を原則毎月３回開催し、取締役会で決定した経営方針に基づき、業務執行に関する
　　　基本的事項および重要事項に係る意思決定を行います。 
（３）組織、職制、指揮命令系統、業務分掌等を定めた業務執行規程、分課分掌規程等に基づく職務執行上の責任体制を確立することにより、
職　　務の効率的な執行を図ります。 
（４）経営方針を踏まえた経営計画を定め当社が達成すべき目標を明確化するとともに、これに基づく全社及び各本部、部室、事業所等の年度
計　　画を策定し、業績管理を実施します。 
 
５．次に掲げる体制その他のJ-オイルミルズグループにおける業務の適正を確保するための体制 
（Ａ） 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制 
　（１）グループ会社の経営に関しては、その独自性や自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案件についての事前協議を行うと
と　　　　もに、各社の財産ならびに損益に多大な影響を及ぼすと判断する重要案件については、当社の経営会議において協議することとしま
す。 
（Ｂ） 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
　（１）当社の「リスクマネジメント委員会」の指揮監督の下、各グループ会社が各社の重点対応リスクを抽出したうえ具体的対策を講じ、そ
れに基　　　づき行動し、その評価を次年度に反映させるべくPDCAサイクルを回し、そしてその進捗状況を定期的に親会社に報告することに
より、グルー　　　プ会社を取り巻くリスクを適切に管理することに努めます。また、危機が発生した場合には、リスクマネジメント委員会規
程に基づき、必要に　　　　応じて対策本部等を設置し、社内外への適切な情報伝達を含め、当該危機に対して円滑かつ迅速に対応し、適切な
解決を図ります。 
（Ｃ） 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
　（１） 業務の適正と効率性を確保するために、「関係会社運営規程」で指定した当社の規程類を、グループ会社にも適用します。 
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（２）グループ会社の経営計画及び年度計画の審議や、月次ベースでの連結業績の迅速・正確な把握を通じて、グループ会社の事業活動の健　
　　全性および効率性を確保します。 
（Ｄ） 子会社の取締役等・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
　（１）当社は「関係会社運営規程」に定めるところにより、「企業行動規範」、その遵守を規定した「企業倫理規程」、監視するための「企
業行動委　　　　員会」「リスクマネジメント委員会」等を国内外のグループ会社にも一様に適用し、法令および定款に適合する業務執行を確
保します。 
　（２）監査役は、必要に応じて、グループ会社の稟議書およびその他の重要事項を閲覧または謄写できます。 
　（３）監査部によるグループ会社の内部監査を実施し、業務遂行の適法性・妥当性等を監査します。 
 
６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 
（１）取締役は、監査役の求めにより、監査役の職務を補助する従業員（以降、監査役補助者）として、適切な人材を配置し、設備・施設を設
置しま　　す。 
 
７．当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 
（１）監査役補助者の独立性を確保します。 
 
８．監査役の当該使用人に対する指示の実行性の確保に関する事項 
（１）監査役補助者は、監査役の指揮命令に従わなければなりません。 
（２）取締役は、監査役補助者の適切な職務の遂行のため、人事（評価、異動等）に関しては、監査役の同意を得るものとします。 
 
９．次に掲げる体制その他の監査役への報告に関する体制 
（Ａ） 取締役・使用人が監査役に報告をするための体制 
　（１） 取締役・従業員等は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、直ちに、監査役に報告します。 
　（２）監査役が、取締役会のほか重要な会議へ出席するとともに関係書類の閲覧を行える体制を整備します。また、取締役及び従業員等は、
会　　　社経営及び事業運営上の重要事項並びに業務執行の状況及び結果に関し、監査役に必要な事項又は監査役が要請した場合には、適宜報
　　　告します。この重要事項には、コンプライアンス及びリスクに関する事項その他内部統制に関する事項を含みます。 
（Ｂ） 子会社の取締役、監査役、および使用人またはこれらの者から報告を受けたものが監査役に報告をするための体制 
　（１）グループ会社の取締役、監査役および従業員等またはこれらの者から報告を受けたものが、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事
実　　　があることを発見したときは、直ちに、監査役に報告します。 
　（２）当社監査役とグループ会社監査役は、適宜情報交換を実施します。 
 
10． ９．の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 
（１）取締役・従業員等が監査役に当該報告を行ったことを理由として、当該取締役・従業員等に対して不利益な取扱いをしないこととしま
す。 
 
11．会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に　　　
係る方針に関する事項 
（１）当社は監査役がその職務の執行について、独自の外部専門家(法律・会計・税務等)を活用するための費用を負担するものとします。 
 
12．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
（１）監査役会の要請がある場合において取締役会は、監査役会が法律・会計・税務等の専門家を選任し、監査業務に関する助言を受ける機会
を　　保障します。 
（２）監査役は、必要に応じて、当社および当社グループ各社の各種会議、打合せ等へ出席することができます。また、全取締役、執行役員お
よ　　　び部長層からの業務報告の聴取、並びに、各事業所や関係会社への往査を実施することができます。 
（３）監査役は、監査役会が策定する監査計画にもとづき、業務執行担当取締役および重要な従業員等から個別に職務執行状況を聴取すること
　　　ができます。 
（４）監査役が監査を実施する際に要請がある場合は、監査部がこれに協力します。 
（５）監査役会は、代表取締役、会計監査人それぞれとの間で定期的に意見交換会を開催します。 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
内部統制システムの整備に関する基本方針において、「反社会的勢力に対しては、その要求には絶対に応じないこと、その活動・運営を助長す
る 
取引をしないことを基本方針として、組織全体として対応するものとします。」と定めております。 
また、「Ｊ‐オイルミルズ行動規範」においても、「私たちは、反社会的な勢力や不当な圧力に対しては、屈することなく毅然とした態度で臨
みま 
す。」と定めております。 
これらを受けて、万一不当要求があれば、本社総務・リスク管理部を中心に、警察等の関係行政機関、暴力追放運動団体、顧問弁護士等と連携 
して対処する体制を整えております。
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Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無
買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次のとおりです。この基本方針に照 
らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることにより当社の企業価値・株主共同の利益が毀損されることを防 
止するための取組みとして、当社株式の大量取得行為に関する対応策（以下「本買収防衛策」といいます。）を導入しております。 
 
（ａ）当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 
　　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務および事業の内容や当社の企業価値の源泉を十分に理 
　解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であることが必要と考
え 
　ています。 
　　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて行われるべきものと考えてお 
　り、当社株式の大量取得であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。 
　　しかしながら、株式の大量取得の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式 
　の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量取得の内容等について検討しあるいは対象会社の取　 
　締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために 
　買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 
　　特に、当社の企業価値の源泉は、主として、長年に亘って安全で高品質な商品を安定的に供給してきた実績から得られたお客様の信頼と、
そ 
　れを裏付ける技術力にあると考えておりますが、かかる当社の企業価値の源泉に対する理解が必要不可欠です。当社株式の大量取得を行う者 
　が、当社グループの財務および事業の内容を理解するのは勿論のこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、それを中長期的に確
　 
　保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値・株主共同の利益は毀損されることになります。 
　　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量取得を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者と
し 
　て不適切であり、このような者による大量取得に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を
確　 
　保する必要があると考えます。 
 
（ｂ）基本方針の実現に資する取組み 
　　当社の企業価値の源泉は、長年に亘って安全で高品質な商品を安定的に供給してきた実績から得られたお客様の信頼と、それを裏付ける　
　 
　技術力にあると考えており、具体的には以下の６点を挙げることができます。 
　　　　・　安全で安心な製品に対する信頼 
　　　　・　安全な製品を生み出す高度な技術力 
　　　　・　安定供給による信頼　 
　　　　・　高付加価値・高品質の製品を生み出す研究開発力　 
　　　　・　長年培った販売力 
　　　　・　従業員　　 
　（１） 中期経営計画 
　　　当社は、これら当社の企業価値の源泉を今後も維持・発展させていくことが、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上につながる
も　 
　　のと考えております。また、当社の企業価値の源泉をさらに強固なものとするため、当社では、まず『ステークホルダー（取引先・社員・
株主・社 
　　会）の幸せを実現する』という基本理念を策定しております。 
　　　このような基本理念の下、当社は中期経営計画を策定することにより、企業価値の発展を図っております。平成27年３月期(2014年度)を
初年 
　　度とする７ヶ年計画である第四期中期経営計画においては、『安定と成長 ２０２０』を基本方針とし、質の向上を伴った「構造変革」を目
指しま　 
　　す。事業に関しては、（一）製油領域、（二）食品・ファインケミカル領域、（三）海外事業領域の「構造変革」、企業・社員としては、
（四）仕事の質　　の変革、（五）組織の変革、（六）人財の育成・変革に取り組み、これをもって、当社の企業価値ひいては株主共同の利益
の確保・向上に努め　　　てまいります。 
　（２）コーポレート・ガバナンス 
　　　また当社は、企業価値ひいては株主共同の利益の向上のための重要な仕組みとして、従来よりコーポレート・ガバナンスの充実に取り組
ん 
　　でまいりました。 
　　　当社は経営効率化のために執行役員制度をとり、原則として月に３回開催される経営会議における意思決定に基づき各執行役員が業務を
　 
　　執行しております。業務執行および意思決定のうち重要なものについては、毎月開催される取締役会（うち社外取締役１名）に付議・報告
され、 
　　その監督に服するものとしております。 
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　　　監査役会は、常勤監査役２名（うち社外監査役１名）・非常勤の社外監査役１名の３名からなり、各監査役は、毎月開催される取締役会
に出　 
　　席して取締役の意思決定・業務執行を監視・監督しております。また、常勤監査役は経営会議にも出席し、取締役による業務執行を適法
性・適 
　　正性の観点から監視・監督しております。 
　　　このように当社では、経営上の意思決定および業務執行につき、取締役会および監査役会による監視・監督により、適法かつ適正な業務
執　 
　　行が行われるような仕組みをとっておりますが、今後更にコーポレート・ガバナンスの充実を図り、企業価値ひいては株主共同の利益を向
上さ 
　　せていく所存であります。 
 
（ｃ）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み 
　（１）本買収防衛策の目的 
　　　本買収防衛策は、当社株式の大量取得行為が行われる場合の当社における手続を定め、このような大量買付に応じるか否かを株主の皆様 
　　が適切に判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者等 
　　との交渉の機会を確保することにあります。 
　　　これにより、当社の企業価値の源泉である、長年に亘って安全で高品質な商品を安定的に供給してきた実績から得られたお客様の信頼
と、 
　　それを裏付ける技術力等が害されることを防止し、当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることを目的として
い　 
　　ます。 
　（２）本買収防衛策の概要 
　　　本買収防衛策は、有事の際に対抗措置を発動する可能性を事前に予告する事前警告型買収防衛策です。具体的には、次のような内容を有 
　　しています。 
　　（ア）　当社が発行者である株券等について20％以上の買付その他の取得等を行うことを希望する買付者等は、あらかじめ買付等の内容の
検 
　　　　　　討に必要な情報を当社に対して提出していただきます。 
　　（イ）　独立委員会は、当社取締役会に対し、上記買付等の内容に対する意見や根拠資料、これに対する代替案（もしあれば）等を提出す
るよ 
　　　　　　う求めることができます。 
　　　　　　※独立委員会は、当社社外取締役、当社社外監査役または社外の有識者（実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通
　 
　　　　　　　　する者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者またはこれらに準ずる者）で、当社経営陣から独立した者のみから構成され
ます。 
　　（ウ）　独立委員会は、買付者等や当社取締役会から情報を受領した後、必要に応じて外部専門家等の助言を得た上で、買付等の内容の評
　 
　　　　　　価・検討、当社取締役会の提示した代替案の検討等を行います。 
　　（エ）　買付者等が、本買収防衛策の手続を遵守しない場合や当社の企業価値または株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと認められる
場 
　　　　　　合には、当社取締役会は、独立委員会の判断を経た上、新株予約権の無償割当てを実施するか否かを決定します。 
　　（オ）　上記（ｂ）乃至（ｄ）にかかわらず、当社取締役会は、（ァ）買付者等が本買収防衛策に定める手続を遵守しているとともに、買
付等が当社 
　　　　　　の企業価値又は株主共同の利益を毀損することが明白ではない場合で、かつ、（ィ）新株予約権の無償割当ての実施について株主
総会 
　　　　　　を開催することが実務上可能である場合には、独立委員会における手続の他、株主意思確認株主総会を招集して、当該株主総会に
お　 
　　　　　　いて、新株予約権の無償割当てを実施するか否かを決定します。 
　　（カ）　本買収防衛策に基づく対抗措置として、新株予約権を割り当てる場合には、当該新株予約権に、買付者等およびその関係者による
権利 
　　　　　　行使は認められないという行使条件、および当社が買付者等およびその関係者以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得
す 
　　　　　　ることができる旨の取得条項が付されることが予定されています。 
　　（キ）　本買収防衛策の有効期間は、平成29年３月期に関する定時株主総会終結の時までとします。 
 
（ｄ）上記の取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 
　（１）本買収防衛策が基本方針に沿うものであること 
　　　本買収防衛策は、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取 
　　締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と協議・交渉等を行うことを
　 
　　可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うものです。 
　（２）本買収防衛策が株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでないこと 
　　　当社は、次の理由から、本買収防衛策は、当社株主の共同の利益を損なうものでなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とする
も 
　　のではないと考えております。 
　　（ア）　経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関す
る　 
　　　　　　指針」の要件を完全に充足し、また、東京証券取引所の「有価証券上場規程」に定められる買収防衛策の導入に係る尊重事項を全
て充 
　　　　　　足していること。さらに、本買収防衛策は、企業価値研究会が平成20年6月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収
防衛　 
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　　　　　　策の在り方」その他昨今の買収防衛策に関する議論等を踏まえていること。 
　　（イ）　株主意思を重視するものであること。 
　　（ウ）　独立性の高い社外者の判断を重視し、適時適切な情報開示を定めていること。 
　　（エ）　合理的な客観性要件を設定していること。 
　　（オ）　外部専門家の意見を取得することとしていること。 
　　（カ）　当社取締役の任期は１年であること。 
　　（キ）　デッドハンド型（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）やスローハンド型買収防衛策
（取締 
　　　　　　役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）ではないこと。 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項
当社の適時開示に係る社内体制は、別紙のとおりであります。 
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